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１．施設・居住系サービスの給付分析 



特別養護老人ホーム（広域型・地域密着型）の利用状況（総論） 
○ 特養には、114床の空床がある一方で、925人の入所申込者（待機者）がいる。また、29・30年度で、計200床の

新たな整備が既に決定している。 
○ 入所申込状況については、例えば、入所申込者全体のうち、「要介護４又は５で、在宅の入所申込者」は188人

（20.3％）であるなど、心身・家族・居住の状況、サービスニーズ、入所希望時期等によって、個々の入所申込者の
特養入所の必要性・緊急性には、相当程度バラつきがあるものと考えられる。 

総定員 入所者数 空き数 市内 市外 

広域型 
（18施設） 

1,496 1,382 1,286 96 114 

地域密着型 
（４施設） 

116 116 116 ０ ０ 

合計 
（22施設） 

1,612 1,498 1,402 96 114 

◎特養入所者総数（29年３月31日現在） 

◎特養入所申込者総数（29年４月１日現在、市内居住者） 
①居住状況別 

居住場所 人数 

居宅 460 

病院 90 

老人保健施設 231 

療養型病床群 3 

養護老人ホーム 0 

その他 （グループホー

ム、有料、軽費、サ高住、
他の特養） 

141 

合計 925 

②要介護度別 
要介護度 人数 

要介護１ 14 

要介護２ 39 

要介護３ 414 

要介護４ 277 

要介護５ 181 

合計 925 

◎特養入所申込者の分類（29年4月１日現在、市内居住者） 
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独居 
高齢者のみ

世帯 
その他の 
世帯 

居宅 

要介護１・２ 18 3 5 

要介護３ 104 66 76 

要介護４・５ 63 56 69 

病院 

要介護１・２ 0 1 2 

要介護３ 10 4 3 

要介護４・５ 37 15 18 

老人保健 
施設 

※世帯区分なし 

要介護１・２ 13 

要介護３ 97 

要介護４・５ 121 

療養型 
病床群 

※世帯区分なし 

要介護１・２ 0 

要介護３ 0 

要介護４・５ 3 

その他 
（GH、有料、軽
費、サ高住、他
の特養） 

要介護１・２ 8 0 3 

要介護３ 34 11 9 

要介護４・５ 48 15 13 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

：要介護４又は５で、在宅の入所申込者（188人） 

：上記のうち、独居又は高齢者のみ世帯の者（119人） 

※29・30年度で、計200床（広域型２施設）の新たな整備が決定済 



特養入所申込者数の推移と特徴 
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 特養入所申込者数は、この２年間で200人強（２割弱）減少しているが、緊急度の高い者から優先的
に入所していることなどが影響し、要介護度が高いほど、減少率が大きくなっている。 
 【２年間の減少率】合計：19％減  要介護５：37％減  要介護４：24％減  要介護３：７％減 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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現行の松戸市特養入所申込者緊急度基準 
○ 原則として、「入所申込者緊急度基準」に従って、点数の高い入所申込者から特養に入所できるようにしているが、

施設側からは、「点数の高い順に入所を打診しても、入所を断られることが多い」、「数字上の入所待機者数と実質
的な特養待機ニーズの間には乖離がある」などといった意見が多く寄せられている。 

○ このため、緊急度基準の改正の検討とともに、実質的に緊急度の高い特養入所申込者数を推計することが必要。 
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区分 要件 点数 

１．介護の必要の程度 
   ［30点］ 

要介護５ 30点 

要介護４ 25点 

要介護３ 20点 

要介護２ 10点 

要介護１ ５点 

２．認知症高齢者の日常生活自立度 
   ［15点］ 

１  自立度が「Ⅳ」～「M」 15点 

２ 自立度が「Ⅲａ」～「Ⅲｂ」 12点 

３ 自立度が「Ⅱｂ」 ８点 

４ 自立度が「Ⅱａ」 ５点 

５ 自立度が「自立」～「Ⅰ」 ０点 

３．家族の状況 
   ［35点］ 

１ 単身世帯（在宅）で、介護する者がいない 35点 

２ 単身世帯（在宅）で、別居血縁者や近隣者等が介護している 30点 

３ 高齢者（70歳以上）のみ世帯 30点 

４ 病院や他施設等から退院・退所を求められているが、在宅での介護が困難 25点 

５ 複数の高齢者（障害児者）等を在宅で介護している 25点 

６ 

主たる介護者の状況 
 ①主たる介護者が生計中心者として就労している場合で、他に介護するものがいない 30点 

 ②主たる介護者が「高齢」、「障害」、「疾病」等により十分な介護が困難 25点 

 ③主たる介護者の身体的・精神的負担が大きく、十分な介護が困難 15点 

 ④主たる介護者が育児や家族の看病、または就労（パート等）している 10点 

 ⑤主たる介護者が、介護拒否している 10点 

 ⑥主たる介護者はいるが、他に介護に協力・補助する者がいない 10点 

７ 居住環境の事情により、十分な介護が困難 10点 

４．入所検討委員会での検討点  ［20点］ （自由採点） 20点 

【現行の松戸市の特養入所申込者緊急度基準】 ※ 要件が重複する場合は、点数の高い方を基準とする。     ※ 合計100点      



現行の松戸市特養入所申込者緊急度基準の課題と対応の方向性（案） 

課題     
【居宅サービスの利用状況】 
 厚労省通知に記載されている「居宅サービスの利用状況」が現行
の基準に盛り込まれておらず、待機者のサービス利用ニーズを特養
の入所判定に反映できない。 

他市の例を勘案しつつ、「介護サービスの利用単
位数の合計」を基準に盛り込む。 

対応の方向性（案）     

【その他】 
○ 要介護度については、現行の基準は、要介護１・２の場合に一
律に加点しており、平成26年法改正に対応できていない。 

○ 認知症高齢者の日常生活自立度は、施設ごとに判断にバラつき
がある。 

○ 家族の状況の中では、家族の状況とは関連性の薄い居住環境に
ついての要件も含まれている。また、入所申込書との文言の不整
合や複数項目間での文言の不整合がある。 

○ 他市の例を勘案しつつ、要介護１・２の場合
は特例入所要件に該当している場合のみ加点す
ることとする。 

○ 認知症については要介護認定ロジックにも反
映されていることを勘案し、認知症高齢者の日
常生活自立度の配点を小さくする。 

○ 居住環境については、特別な事由の中で、必
要に応じて盛り込むこととする。また、入所申
込書等との文言の整合を図る。 

【入所希望時期】 
 特養サイドから、「点数の高い方から声を掛けても、入所面接の
際になると、その時点では、在宅サービス等で対応可能であるため
に、特養入所を辞退する場合が多い」との声が多数上がっている。 

定期的に、入所希望時期を把握するとともに、直
近での（３ヶ月以内の）入所希望時期を基準に盛
り込む。 

【居住地】 
 松戸市民の中に待機者が存在する状態だが、現行の基準では、松
戸市民と他市町村民が全く同程度に評価されている。 

他市の例を勘案しつつ、松戸市介護保険被保険者
である場合に加点を行う。 

【特別な事由】 
 入所検討委員会での検討点については、統一的な判断基準が設定
されておらず、施設ごとの判断がバラバラになっている可能性があ
り、公平性の観点から課題がある。 

他市の例を勘案して、特別な事由についての判断
基準や例を示す。あわせて、加点を行う場合は、
その根拠となった事由の内容を記録に残すことを
求める。 
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○ 現行の松戸市の緊急度基準には以下の課題があり、実質的な特養待機ニーズの把握が困難。 
○ このため、以下の課題に対応した緊急度基準の改正イメージを作成した上で、特連協の協力の下、各待機者につい

て、この改正イメージに基づく緊急度点数を算定することによって、実質的な特養待機ニーズを推計する。 
 ※実際に運用する緊急度基準は、今回の推計結果等を踏まえつつ、松戸市介護保険課と特連協の協議に基づき、今年度中の改正を検討。 



松戸市特養入所申込者緊急度基準の改正イメージ案① 
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区分 要件 点数 備考 

１． 
要介護度 
［22点］ 

要介護５ 22点 

要介護４ 16点 

要介護３ 10点 

要介護２又は１で、特例入所要件に該当 ４点 

２． 
認知症高齢者の
日常生活自立度 
［８点］ 

１  自立度が「Ⅳ」～「M」 ８点 

２ 自立度が「Ⅲａ」～「Ⅲｂ」 ６点 

３ 自立度が「Ⅱｂ」 ４点 

４ 自立度が「Ⅱａ」 ２点 

５ 自立度が「自立」～「Ⅰ」 ０点 

３． 
居住地 
［５点］ 

１ 松戸市介護保険被保険者である ５点 

２ 松戸市介護保険被保険者ではない ０点 

４． 
家族の状況 
［25点］ 

１ 単身世帯（自宅）で、介護する者がいない 25点 

※要件が重複する場
合は、点数の高い方
の要件を選択する。 

※介護施設等とは、老
健施設、介護療養
型医療施設、有料
老人ホーム、軽費老
人ホーム、養護老人
ホーム、グループ
ホーム、サービス付
き高齢者向け住宅
を指す。 

※特養入所中は、０点
とする。 

２ 単身世帯（自宅）で、別居血縁者や近隣者等の介護協力がある 20点 

３ 高齢者（70歳以上）のみ世帯（自宅） 20点 

４ 病院や介護施設等から退院・退所を求められているが、在宅での介護が困難 15点 

５ 複数の高齢者（障害児者）等を自宅で介護している 15点 

６ 

主たる介護者の状況 
 ①主たる介護者が生計中心者として就労している場合で、他に介護するものが

いない 20点 

 ②主たる介護者が「高齢」、「障害」、「疾病」等により十分な介護が困難 15点 

 ③主たる介護者の身体的・精神的負担が大きく、十分な介護が困難 10点 

 ④主たる介護者が育児や家族の看病、または就労（パート等）している ５点 

 ⑤主たる介護者が、介護拒否している ５点 

 ⑥主たる介護者はいるが、他に介護に協力・補助する者がいない ５点 

７ 上記のいずれにも該当しない ０点 



松戸市特養入所申込者緊急度基準の改正イメージ案② 
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区分 要件 点数 備考 

５． 
在宅
サービ
ス等の
利用状
況 

⑴ 
自宅に居住し
ている場合 
［20点］ 

直近の月の
介護サービ
スの利用単
位数の合計 

１ 30,000単位以上 20点 
※直近の月に、介護施設等に入所・入居している場合
は⑵で、医療機関に入院している場合は⑶で回答。
それ以外は⑴で回答。 

※介護施設等とは、老健施設、介護療養型医療施設、
有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム、
グループホーム、特養、サービス付き高齢者向け住
宅を指す。 

※介護サービスとは、入所申込者が利用している居宅
サービス、地域密着型サービス、居宅介護支援及び
施設サービスを指す。 

 
（注：要介護度別区分支給限度額） 
 要介護５：36,065単位   要介護４：30,806単位 
 要介護３：26,931単位   要介護２：19,616単位 
 要介護１：16,692単位 
（注２：区分ごとの考え） 
 区分１：要介護４の10割程度  区分２：要介護４の９割程度 
 区分３：要介護４の８割程度   区分４：要介護４の７割程度 
 区分５：要介護４の６割程度   区分６：要介護４の６割未満 

２ 27,000単位以上30,000単位未満 16点 

３ 24,000単位以上27,000単位未満 12点 

４ 21,000単位以上24,000単位未満 ８点 

５ 18,000単位以上21,000単位未満 ４点 

６ 18,000単位未満 ０点 

⑵ 
介護施設等に
入所・入居して
いる場合 
［10点］ 

直近の月の
介護サービ
スの利用単
位数の合計 

１ 30,000単位以上 10点 

２ 27,000単位以上30,000単位未満 ８点 

３ 24,000単位以上27,000単位未満 ６点 

４ 21,000単位以上24,000単位未満 ４点 

５ 18,000単位以上21,000単位未満 ２点 

６ 18,000単位未満 ０点 

⑶ 
医療機関に入
院している場合 
［10点］ 

３ヵ月以上継続して、医療機関に入院している 10点 

６． 
直近の入所希望時期 
［20点］ 

１ 今すぐの入所を希望 20点 
※直近３か月以内の入所希望時期が不明の場合は、0点
とする。 

※「１」を選択し、実際に特養から入所の打診を受けたに
も関わらず保留する場合は、以後は、特段の事情変更
が無い限り、「２」～「４」のみが選択できるものとする。 

２ ６か月以内の入所を希望 ６点 

３ １年以内の入所を希望 ３点 

４ いずれは入所したいが、当面は入所せず、現在
の生活の継続を希望 ０点 

７．（加点項目） 
特別な事由 
［０～10点］ 

各施設の入所検討委員会の判断により、緊急度や福
祉的観点などから、特に特養入所を考慮すべき特別な
事由が認められる場合は、その状況に応じて、０～10
点の範囲で加算することができる。なお、特別な事由
による加算を行う場合は、その事由の内容及び加算点
数を記録に残さなければならない。 

０～
10点 

※特別な事由としては、以下の例などが考えられる。 
・緊急性が高い事由（主たる介護者の急死・救急入院、住居が
立ち退きを迫られているなど）  

・「家族の状況」項目で点数化できない事由 
・居住環境が劣悪（廊下、階段、便所、浴室等の住宅改修が困
難など） 

・老健施設又は医療機関に入所・入院中だが、退院・退所後の
在宅生活が困難で転院・転所先がみつからない 

・認知症によって、日常生活に支障を来たす症状・行動や意思
疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が困難な状態 

・膀胱留置カテーテル、経管栄養、酸素療法等の医療的処置が
必要な場合   

※ 合計100点＋加算（０～10点）    



「緊急度の高い特養待機者数」の推計方法 
①改正イメージ案を適用した場合の緊急度得点の結果の算出 
 各待機者について、改正イメージ案を適用した場合の緊急度得点の結果を算出する。 
 【算出方法】 
  ○ 松戸市介護保険被保険者であって、松戸市内の特養（１カ所以上）への入所を希望している特養待機者863名について改

正イメージ案における緊急度得点を算出。 
  ○ 改正イメージ案のうち区分１（要介護度）、区分２（認知症高齢者の日常生活自立度）、区分３（居住地）、区分４

（家族の状況）及び区分５（在宅サービス等の利用状況）は、松戸市介護保険課において点数を算出する。 
  ○ 改正イメージ案のうち区分６（直近の入所希望時期）は、松戸市特別養護老人ホーム連絡協議会の協力の下、各特養に

おいて聞き取り調査を実施。 
  ○ 改正イメージ案のうち区分７（特別な事由・加点項目）は、加点項目であり、個別事案を見なければ判断できないもの

なので、０点とカウント。 
   ＜留意点＞ 

・ 区分４（家族の状況）については、70歳未満の家族と同居している場合は、本来は20点・15点・10点・５点・０点のいずれかとなる
が、今回の推計では、データの制約から家族介護の実態の把握が困難であるため、一律に15点と算定。 

・ 区分５（在宅サービス等の利用状況）は、介護サービスの利用状況から把握しているため、入院の状況は把握できていない。 
・ 特養における聞き取りは、申込を受けている特養から、本人・家族へ聞き取りを行うことによって実施。なお、複数の特養に申込を

行っている場合は、住所地との距離、申込時期（より新しい申込を優先）等を勘案して、１つの特養を指定し、聞き取りを実施。なお、
市内の全特養・地域密着特養（22か所）から回答があった。聞き取り結果を踏まえて、以下の整理を行った。 

 ＊ 入所済の48人、死亡の６人については、緊急度得点算定対象から除外（算定対象合計：809人）。 
 ＊ 取り下げ・不明は、当該特養の申込については取り下げたものの、別の特養については申込を継続している可能性を考慮して、緊急

度得点算定対象に存続した上で、入所申込時期は０点とカウント。 

②高緊急度得点ラインの設定 
 ○ 特養入所の緊急性があると考えられる標準的なモデルを設定し、当該モデルにおける緊急度得点（改正イメージ案を適

用）を「高緊急度得点ライン」として設定する。この「高緊急度得点ライン」以上である待機者数を「緊急度の高い特養待機
者数」として推計する。 

 ○ 高緊急度得点ラインについては、以下の標準的なモデルを勘案して、70点として設定する。 
  【特養入所の緊急度が高い標準的なモデル】 

①要介護度：要介護４（16点）  ②認知症高齢者の日常生活自立度：Ⅱｂ（４点） 
③居住地：松戸市介護保険被保険者である（５点） 
④家族の状況：主たる介護者が「高齢」「障害」「疾病」等により十分な介護が困難（15点） 
⑤在宅サービス等の利用状況：自宅居住、要介護４の区分支給限度額の８割程度（25,000単位）（12点） 
⑥直近の入所希望時期：今すぐの入所を希望（20点）    ⑦特別な事由（加算項目）：なし（０点） 
①～⑦の合計：72点 8 
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「緊急度の高い特養待機者数」推計に伴う個別データ①（要介護度、家族等） 
 「松戸市内の特養（１カ所以上）への入所を希望している特養待機者（入所済・死亡を除
く）」のうち、要介護４以上は約５割、認知症高齢者の日常生活自立度Ⅱｂ以上は８割弱、独居
は５割強となっている。 

23.2% 

28.7% 
33.3% 

11.4% 

3.5% 
要介護度 

要介護５ 

要介護４ 

要介護３ 

要介護２又は１で、特

例入所要件に該当 
要介護２以下で、特例

入所要件に非該当 

ｎ＝809 

27.1% 

38.3% 

11.6% 

8.7% 

14.3% 

認知症高齢者の日常生活自立度 

Ⅳ～Ｍ 

Ⅲａ～Ⅲｂ 

Ⅱｂ 

Ⅱａ 

自立～Ⅰ 

53.2% 
27.7% 

19.2% 

家族の状況 

独居 

高齢者（70歳以上）

のみ世帯 

若年との同居世帯 

ｎ＝809 

資料出所：松戸市介護保険課による調査 

ｎ＝809 

（参考：認知症高齢者の日常生活自立度判定基準） 

ランク 判定基準 

Ⅰ 
何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほ
ぼ自立している 

Ⅱ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが
多少見られても、誰かが注意していれば自立できる 

Ⅱａ 家庭外で上記Ⅱの状態がみられる 

Ⅱｂ 家庭内で上記Ⅱの状態がみられる 

Ⅲ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが
見られ、介護を必要とする 

Ⅲａ 日中を中心として上記Ⅲの状態がみられる 

Ⅲｂ 夜間を中心として上記Ⅲの状態がみられる 

Ⅳ 
日常生活に支障を来たすような症状・行動や意思疎通の困難さが
頻繁に見られ、常に介護を必要とする 

Ｍ 
著しい精神症状や周辺症状あるいは重篤な身体疾患が見られ、
専門医療を必要とする 
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「緊急度の高い特養待機者数」推計に伴う個別データ②（介護サービスの利用） 

資料出所：松戸市介護保険課調査 

47.2% 

42.0% 

10.6% 

0.1% 

介護サービスの利用状況 

自宅で在宅サービスを利用している 
介護施設等で介護サービスを利用している 
介護サービスを利用していない 
その他 

17 

8 

18 

32 32 
25 

34 

54 

70 

37 

24 
20 

11 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

在宅サービスの単位数ごとの人数 
（自宅で在宅サービスを利用している者） 

ｎ＝809 

○ 「松戸市内の特養（１カ所以上）への入所を希望している特養待機者（入所済・死亡を除く）」のうち、
５割弱は自宅で在宅サービスを利用している一方で、４割強は介護施設等で介護サービスを利用している。 

○ 自宅で在宅サービスを利用している者（382人）のうち、要介護４の区分支給限度額（30,806単位）の８
割程度である24,000単位以上となっているのは４割強（162人）となっている。 

介護施設等：老健施設、介護療養型医療施
設、有料老人ホーム、軽費老人ホーム、
養護老人ホーム、グループホーム、特養、
サービス付き高齢者向け住宅 



43.1% 

3.6% 5.3% 

34.9% 

12.6% 

0.5% 
直近の入所希望時期 

今すぐの入所を希望 

６ヶ月以内の入所を希望 

１年以内の入所を希望 

いずれは入所したいが、当面は入所せず、

現在の生活の継続を希望 

取り下げ 

不明 
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「緊急度の高い特養待機者数」推計に伴う個別データ③（直近の入所希望時期） 

※「取り下げ」については、聞き取りを行った施設（１施設）に
対する申込を取り下げたものであり、複数の施設に申し込
んでいる場合に、当該別の施設に対する申込も取り下げ
ているのかどうかは不明。 

○ 「松戸市内の特養（１カ所以上）への入所を希望している特養待機者（入所済・死亡を除
く）」のうち、約43％は、今すぐの入所を希望している。 

○ 一方で、約35％は、当面は入所せず、現在の生活の継続を希望しているとともに、約13％
は、当該施設への申込を取り下げた。 

資料出所：松戸市の特別養護老人ホーム（地域密着型を含む）による聞き取り調査 

ｎ＝809 
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「緊急度の高い特養待機者数」の推計結果（まとめ） 
○ 「松戸市介護保険被保険者であって、平成29年５月１日現在、松戸市内の特養（１カ所以上）への入所を

希望している特養待機者数（入所済・死亡を除く）」は809人だが、この809人の緊急度得点（改正イメー
ジ案適用後）を算出すると、以下の表のとおりとなる。 

○ この結果、「高緊急度得点ライン」として設定した70点を超えた待機者数（緊急度の高い特養待機者数）
は251人（31％）と推計される。 

70点以上（緊急度の高い特養待機者数） 
251人 
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（人） 

資料出所：松戸市介護保険課の調査、松戸市の特別養護老人ホーム（地域密着型を含む）による聞き取り調査 



特別養護老人ホーム（広域型）ごとの利用状況（29年３月31日現在） 

13 ※今後の整備予定   30年３月：特養新設（東部地区、100床）    31年３月：特養新設（小金地区、100床）    

資料出所：松戸市介護保険課に
よる聞き取り調査 



地域密着型特別養護老人ホームごとの利用状況（29年３月31日現在） 

14 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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老健施設の利用状況（29年３月31日現在） 
○ 老健施設には87床の空床がある。サービスの利用率は92.1％であるとともに、利用者のうち33.5％は市外利用者

である。また、特養待機者のうち231人（25.0％）は老健施設入所者となっている。これに加え、29年度に、新た
に100床整備されることが既に決定している。 

○ 施設への聞き取り調査の結果によれば、空床の理由については、「入所相談がない」「入所の予定がない」「特養
開設の影響で退所した者が多かった」などの回答があった。   

資料出所：松戸市介護保険課
による聞き取り調査 

※今後の整備予定   30年３月：老健施設新設（常盤平地区、100床）     
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介護療養型医療施設の利用状況（29年３月31日現在） 
 介護療養型医療施設には４床の空床がある。サービスの利用率は96.5％であるとともに、利用者のうち
46.4％は市外利用者である。   

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 



グループホーム（認知症対応型共同生活介護）の利用状況（29年５月31日現在） 
 グループホームについては、ほとんどの事業所で、空床・待機者ともゼロ又はほぼゼロに近く、また、大部
分が市内利用者であり、現状では、需給がおおむね均衡しているものと考えられる。 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

※今後の整備予定 

 29年６月：グループ
ホーム新設（馬橋西
地区、18床） 

 30年度中（公募中）： 
 １事業者（18床） 
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高齢者向け住まいの類型 

介護付有料老人ホーム 
 

資料出所： 
 厚生労働省老健局長通知・平成

14年７月18日付け老発第
0718003号「有料老人ホームの
設置運営標準指導指針につい
て」 
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○特定施設入居者生活介護の指定を受けている有料老人ホーム。 
○介護が必要となっても、当該ホームが提供する介護サービスを利

用しながら、当該ホームの居室で生活を継続することが可能。 

 高齢者向け住まいの類型は多様だが、地域マネジメントの推進という観点から、主に介護給付に着目して、
①特定施設入居者生活介護、②経費老人ホーム・住宅型有料老人ホーム、③サービス付き高齢者向け住宅（特
定施設入居者生活介護の指定を受けたものは除く）の利用状況を分析する。 

住宅型有料老人ホーム 
 

 

有料老人ホーム 

 老人を入居させ、①食事の
提供、②介護（入浴・排泄・
食事）、③洗濯・掃除等の家
事、④健康管理のうち、いず
れかのサービス（複数も可）
を提供している施設（老人福
祉法）。 

※ 法令上の基準はないが、
自治体の指導指針の標準モ
デルである「有料老人ホー
ム設置運営基準指導指針」
では居室面積等の基準を定
めている（例：個室で１人
当たり13㎡以上） 

○生活支援等のサービスが付いた有料老人ホーム。 
○介護が必要になった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問

介護等の介護サービスを利用しながら、当該ホームの居室での生
活を継続することが可能。 

健康型有料老人ホーム 
 ○食事等のサービスが付いた有料老人ホーム。 

○介護が必要になった場合には、契約を解除し退去しなければなら
ない。 

軽費老人ホーム 
 

特定施設入居者生活介護の指定を受けている 
経費老人ホーム        ※現時点で松戸市にはない 

 

サ高住 

無料又は低額な料金で、老人
を入所させ、食事の提供や日
常生活上必要な便宜を供与す
ることを目的とする施設 

特定施設入居者生活介護の指定を受けていない 
経費老人ホーム 

 

高齢者居住安定確保法 老人福祉法 

※特定施設入居者生活介護： 
 特定施設（有料老人ホーム、軽費老人ホーム、養護老人ホーム）に入居している要介護者に

ついて、入浴・排せつ・食事等の介護、洗濯・掃除等の家事、生活等に関する相談・助言、
機能訓練及び療養上の世話を行うサービス。 

○高齢者向けの賃貸住宅
又は有料老人ホームで
あって、居住の用に供
する専用部分に高齢者
を入居させ、状況把握、
生活相談サービス等を
提供する住まい。 

○床面積は原則25㎡以上
（居間、食堂、台所等
が高齢者が共同して利
用するため十分な面積
を有する場合は18㎡以
上）、バリアフリー
（廊下幅、段差解消、
手すり設置）、少なく
とも安否確認・生活相
談サービスを提供する
等の登録基準をクリア
する必要がある。 



【登録基準】（※有料老人ホームも登録可） 
 《ハード》 ・床面積は原則25㎡以上   

 ・構造・設備が一定の基準を満たすこと 
 ・バリアフリー（廊下幅、段差解消、手すり設置） 

 《サービス》・サービスを提供すること（少なくとも安否確認・生活相談サービスを提供） 
         ［サービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助 等］ 

 《契約内容》・長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないなど、居住の安定が図ら
れた契約であること 

 ・敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと 
 ・前払金に関して入居者保護が図られていること 

  （初期償却の制限、工事完了前の受領禁止、保全措置・返還ルールの明示の義務付け） 

（参考）サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）の概要 

【併設施設】 
診療所、訪問看護ステーション、 
ヘルパーステーション、 
デイサービスセンター  など 

【登録事業者の義務】 
 ・契約締結前に、サービス内容や費用について書面を交付して説明すること 
 ・登録事項の情報開示 
 ・誤解を招くような広告の禁止 
 ・契約に従ってサービスを提供すること 

【行政（都道府県等）による指導監督】 
 ・報告徴収、事務所や登録住宅への立入検査 
 ・業務に関する是正指示 
 ・指示違反、登録基準不適合の場合の登録取消し 

【入居者要件】 
 ・60歳以上の者 
  又は要支援・要介護認定者 等 
 

サービス付き高齢者向け住宅 

○ 「高齢者の居住の安定確保に関する法律」（高齢者住まい法）に基づき、一定基準を満たす住宅は、サービス付き高
齢者向け住宅（サ高住）として、都道府県・政令市・中核市の登録を受けることが可能。 

○ 松戸市におけるサ高住の利用状況については、現在実施している聞き取り調査の結果を踏まえて、検証を行う。 

【全国データ】 
◎登録戸数：176,405戸 
      （2015年２月末現在） 
◎最多居室（住戸）面積 
  18～25㎡未満：69.6％ 
  25～30㎡未満：18.7％ 
  30㎡以上：7.9％ 
◎単身入居者の割合 
  92.0％の物件において単身入居者が

80％以上 
◎要介護度別の入居者の構成比 
  自立（認定なし）：8.4％ 
  要支援１・２：16％ 
  要介護１・２：40.3％ 
  要介護３～５：30.7％ 
◎入居者の年齢 
  65歳未満：2.3％ 65～69歳：3.2％ 
  70歳代：18.0％    80歳代：52.9％ 
  90歳代：20.1％     
 

  
  

19 資料：内閣官房「「生涯活躍のまち」構想 参考資料」 
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特定施設入居者生活介護の利用状況（29年５月１日現在）① 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

○ 特定施設入居者生活介護には241床の空床がある。サービスの利用率は89.8％であるととも
に、利用者のうち57.1％は市外利用者である。 

○ 利用者に占める要介護３以上の割合は44.0％となっており、重度者の利用も多い。 
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特定施設入居者生活介護の利用状況（29年５月１日現在）② 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

（注１）夫婦２人部屋に１人で入居している場合も想定され得るが、この場合は、入居者数１名、空床数１名というカウントになる。 
（注２）養護老人ホーム親愛荘も特定施設入居者生活介護の指定を受けているが、サービスの性質が異なるため、掲載していない。 



  
松戸市 
（円） 

全国 
（円） 

千葉県 
（円） 

総額 18,294 21,145 17,257 

訪問系 2,902 2,742 2,497 

通所系 4,372 5,384 4,120 

その他の居
宅サービス 2,083 2,063 1,827 

短期入所 784 1,036 937 

特定施設 1,514 1,052 997 

グループ
ホーム 1,118 1,364 964 

特別養護老
人ホーム 2,837 4,014 3,262 

介護老人保
健施設 2,301 2,796 2,346 

介護療養型
医療施設 384 694 306 

（参考）第１号被保険者１人当たり給付月額
（平成26年度） 

  
松戸市 
（円） 

全国 
（円） 

千葉県 
（円） 

松戸市対
全国比 
（倍） 

松戸市対
千葉県比 
（倍） 

総額 21,192 20,167 19,044 1.05 1.11 

訪問系 3,197 2,555 2,645 1.25 1.21 

通所系 4,888 5,173 4,464 0.94 1.09 

その他の居宅サービス 2,161 1,821 1,812 1.19 1.19 

短期入所 962 1,015 1,078 0.95 0.89 

特定施設 1,916 1,013 1,152 1.89 1.66 

グループホーム 1,401 1,337 1,114 1.05 1.26 

特別養護老人ホーム 3,553 3,911 3,809 0.91 0.93 

介護老人保健施設 2,690 2,705 2,647 0.99 1.02 

介護療養型医療施設 426 636 323 0.67 1.32 

◎調整済み第１号被保険者１人当たり給付月額（平成26年度） 

全国・千葉県平均と比較したサービス種別ごとの給付費の特徴 
 年齢構成等を調整した後の第１号被保険者１人当たりの給付月額を比較すると、松戸市では、特定施
設に係る給付費が全国平均の1.89倍、千葉県平均の1.66倍となっており、非常に大きくなっている。 

※ 「調整済み第１号被保険者１人当たり給付月額」とは、「第１号被保険者の性・年齢構成」と「地域区分別単価」を調整した後の第１号被保険者１人当たり給付
月額のこと。なお、「見える化」システムにおいては「介護保険事業状況報告」の「年報」データを使用しているため、平成26年度分が最新データ。 

（注） ・訪問系：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護    ・通所系：通所介護、通所リハビリテーション、認知症対応型通
所介護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護    ・その他の居宅サービス：居宅療養管理指導、福祉用具貸与、介護予防支援・居宅介護支援    ・短期入所：短期入所生活介
護、短期入所療養介護    ・特定施設：特定施設入居者生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護    ・グループホーム：認知症対応型共同生活介護    ・特別養護老人ホーム：介護老人
福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護         

資料出所：地域包括ケア「見える化」システム（厚生労働省）         22 
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軽費老人ホーム・住宅型有料老人ホームの利用状況（29年５月１日現在）① 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

○ 軽費老人ホーム（ケアハウス）・住宅型有料老人ホームには141床の空床がある。サービス
の利用率は86.3％であるとともに、利用者のうち31.3％は市外利用者である。 

○ 利用者に占める要介護３以上の割合は42.8％となっており、重度者の利用も多い。   
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資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

軽費老人ホーム・住宅型有料老人ホームの利用状況（29年５月１日現在）② 
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サービス付き高齢者向け住宅の利用状況（29年５月１日現在） 

資料出所： 
 松戸市介護保険課
による聞き取り調査 

○ サービス付き高齢者向け住宅（特定施設入居者生活介護の指定を受けている場合を除く。）には202床の
空床がある。サービスの利用率は72.8％であるとともに、利用者のうち33.6％は市外利用者である。 

○ 利用者に占める要介護３以上の割合は33.6％となっており、重度者も相当程度利用している。  



サ高住・住宅型有料の介護サービス利用状況・将来推計 
○ 松戸市のサ高住・住宅型有料に居住している者について、要介護度別の居宅サービスの利用単位数を算出

し、全国ベースにおける介護サービス全体の要介護度別の利用単位数（推計）と比較すると、要介護１～４
では同じような傾向となるが、要介護５では大きめになる。また、全国ベースの居宅サービス全体の要介護
度別の利用単位数（推計）と比較すると、いずれの要介護度でも、大きくなる。 

  高齢者が集住し、居宅サービスを利用するというサ高住・住宅型有料の特性を踏まえて、今後、サ高住・
住宅型有料で提供される居宅サービスの給付実態を調査していくことが必要である。 

○ 松戸市住宅政策課の推計によれば、今後、サ高住の整備がさらに進められ、 2017年から2020年にかけ
て、サ高住の戸数が約50％増加するものと見込まれる。  
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◎要介護度別利用単位数と対区分支給限度額割合 
    要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

サ高住（松戸） 
単位数 9,265 12,366 19,749 26,237 33,110 

対限度額比 55.5% 63.0% 73.3% 85.2% 91.8% 

住宅型有料（松戸） 
単位数 11,446 13,880 21,511 26,954 34,052 

対限度額比 68.6% 70.8% 79.9% 87.5% 94.4% 

サービス全体（全国） 
【推計】 

単位数 11,080 14,930 21,970 26,010 29,680 

対限度額比 66.4% 76.1% 81.6% 84.4% 82.3% 

居宅サービス全体（全国） 
【推計】 

単位数 7,660 10,030 14,210 17,430 21,580 

対限度額比 45.9% 51.1% 52.8% 56.6% 59.8% 

◎サ高住の将来推計 

  2011年 2012年 
2013年 
（２月末） 

2017年 
（４月末） 

2020年 
【推計】 

戸数 113 295 562 908 1,344 

登録件数 ３ ７ 12 23 32 

資料出所： 
 ・松戸市介護保険課調査 
 ・厚生労働省「介護給付費

実態調査月報（平成29
年４月審査分）」 

 
（注）全国ベースの数値は、

１単位10円として推計し
た。 

資料出所：松戸市住宅政策課 
 
（注）この将来推計は、サ高住検索システムに現に登録

がある戸数や登録件数に基づき実施されているた
め、「未開設だが、登録されている戸数・件数」もカウ
ントされている。このため、介護保険課による聞き取
り調査の集計結果と相違が生じている。 
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２．重度者向け在宅サービスの給付分析 



地域包括ケアシステムの構築 

いつまでも元気に暮らすために･･･   

生活支援・介護予防 

住まい 

地域包括ケアシステムの姿 

※ 地域包括ケアシステムは、
おおむね３０分以内に必要な
サービスが提供される日常
生活圏域（具体的には中学
校区）を単位として想定 

                 

 ・自宅 
 ・ｻ ﾋーﾞｽ付き高齢者向け住宅等 

相談業務やサービ
スのコーディネート
を行います。 

■施設・居住系 
 サービス 
・特養 
・老健施設 
・認知症ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ 
・特定施設 等 

 

日常の医療： 
 ・かかりつけ医、 
      有床診療所 
 ・地域の連携病院 
 ・歯科医療、薬局 

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等 

・地域包括支援センター 
・ケアマネジャー 

通院・入院 

通所・入所 
病院： 
 急性期、回復期、 
    慢性期 

病気になったら･･･   

医 療 
 

介護が必要になったら･･･   

   介 護 

■介護予防サービ
ス 

■在宅系サービス： 
・訪問介護 ・訪問看護  
・通所介護  
・短期入所生活介護 
・定期巡回・随時対応ｻｰﾋﾞｽ 
・（看護）小規模多機能ｻ ﾋーﾞｽ 等 

 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域
で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支
援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を実現。 
 ⇒ 重度者の在宅生活を支えるための医療・介護サービスの整備が必要。 
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都
道
府
県 

○ 「医療介護総合確保推進法」により、平成２７年４月より、都道府県が「地域医療構想」を策定。平成２８年度
中に全都道府県で策定済み。 

  ※ 「地域医療構想」は、二次医療圏単位での策定が原則。 
 
○ 「地域医療構想」は、２０２５年に向け、病床の機能分化・連携を進めるために、医療機能ごとに２０２５年の
医療需要と病床の必要量を推計し、定めるもの。 

 
○ 都道府県が「地域医療構想」の策定を開始するに当たり、厚生労働省で推計方法を含む「ガイドライン」を作
成。平成２７年３月に発出。 

医療機能の報告等を活用し、「地域医療構想」を
策定し、更なる機能分化を推進 

（「地域医療構想」の内容） 
      

 １．２０２５年の医療需要と病床の必要量        

   ・高度急性期・急性期・回復期・慢性期の４機能ごとに医療 
    需要と病床の必要量を推計 
   ・在宅医療等の医療需要を推計 
   ・都道府県内の構想区域（二次医療圏が基本）単位で推計 
              

 ２．目指すべき医療提供体制を実現するための施策 
   例） 医療機能の分化・連携を進めるための施設設備、 
      在宅医療等の充実、 医療従事者の確保・養成等 

地域医療構想について 

（機能が 
見えにくい） 

 
 

医療機能 
を自主的に 

選択 
医
療
機
関 

（B病棟） 
急性期機能 

（D病棟） 
慢性期機能 

（C病棟） 
回復期機能 

（A病棟） 
高度急性期機能 

○ 機能分化・連携については、「地域医療構想調整会議」 
で議論・調整。 

医療機能の現状と今後の
方向を報告（毎年１０月） 病床機能報告 

29 資料出所：厚生労働省ホームページ 



在宅医療等（居宅・介護施設等で提供される医療）の需要の推移 
○ 千葉県では、平成28年３月に地域医療構想が策定され、東葛北部区域（松戸、野田、柏、流

山、我孫子）における将来の必要病床数と在宅医療等（※）の必要量が定められた。 
  ※在宅医療等：厚生労働省の地域医療構想ガイドラインにおいては、「居宅、特別養護老人ホーム、軽費

老人ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養生活を営むことがで
きる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所において提供される医療を指し、現在の療養病床
以外でも対応可能な患者の受け皿となることも想定」することとされている 

○ 地域医療構想で定められた数値に基づき、松戸市における在宅医療等の需要（患者数）の推
移を粗く推計すると、2013年度から2025年にかけて、3,875人/日から6,786人/日へと、
75.1％の大幅な増加となるところであり、医療・介護連携の強化が求められている。 

2013年 
（人/日） 

2025年 
（人/日） 

2013年⇒2025年の変化 

増加数 
（人/日） 増加率 

入院患者数 2,470 3,494 1,024 41.5％ 

在宅医療等の需要
（患者数） 3,875 6,786 2,911 75.1％ 

◎松戸市における医療需要の粗い推計 

※ 地域医療構想で定められた東葛北部区域の入院患者数・在宅医療等の需要
（患者数）を、５市間の総人口比で配分することにより算出。 

資料出所： 
・千葉県「千葉県保健医療

計画（地域医療構想・基
準病床数・評価指標）」
（平成28年３月） 

・千葉県「千葉県年齢別・
町丁字別人口（平成25年
度）」 

・国立社会保障・人口問題
研究所「日本の地域別将
来推計人口（平成25年３
月推計）」 

30 
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通い 

泊まり 看護（※） 

泊まり 通い 訪問 

介護 

小規模多機能サービス 
事業所 

利用者ニーズに応じた 
柔軟な対応 

○ 身近な地域にあるため、安心を身近に
感じられ、即時の対応が可能。 

○ 小規模の事業所（登録定員29人以下）
で、利用者の状況等を把握したなじみの
職員がサービスを提供。 

※看護小規模
多機能サー
ビスの場合 

小規模多機能サービス（看護小規模多機能、小規模多機能）の概要 
 小規模多機能サービス（看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護）とは、重度や認
知症の方など要介護の方の在宅生活を支えるため、①住み慣れた身近な地域で、 ②なじみの職員に
よって、 ③利用者のニーズや希望に応じて「通い」「泊まり」「訪問介護」「訪問看護（※）」を柔
軟に組み合わせて提供するサービス。 
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看護小規模多機能型居宅介護の利用状況と推移 

◎看護小規模多機能型居宅介護のサービス量の推移 

事業所数 登録者数 
27年３月31日時点 ０ ０ 
29年５月31日時点 ３ 73 

○ 26年度時点では、看護小規模多機能型居宅介護事業所は、松戸市には存在しなかった。 
○ この２年強の間に、看護小規模多機能型居宅介護事業所が３か所開設し、29年５月末時点

で、登録者数は73人となっている。 

資料出所：松戸市介護保険課による
聞き取り調査 

◎看護小規模多機能型居宅介護の利用状況（29年５月31日現在） 

※今後の整備予定   29年度中（公募中）： １事業者又は２事業者 
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小規模多機能型居宅介護の利用状況と推移 
 小規模多機能型居宅介護の登録者数は、この２年強の間に約３割増加し、173人となっている。 

◎小規模多機能型居宅介護のサービス量の推移 
事業所数 登録者数 登録者数の増加率 

27年３月31日時点 10 136 ー 
29年５月31日時点 10 173 27.2％ 

◎小規模多機能型居宅介護の利用状況（29年５月31日現在） 

資料出所：松戸市介護保険課によ
る聞き取り調査 

※今後の整備予定   29年６月：小規模多機能新設（馬橋西地区、登録定員29人）   29年度中（公募中）： １事業者又は２事業者 
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定期巡回・随時対応サービスの概要 

常駐オペレータ 

随時対応 
通報 

定期巡回型訪問 

定期巡回型訪問 

訪問介護と訪問看護が一
体的、又は、密接に連携
しながら、定期巡回型訪
問を行う 利用者からの通報によ

り、電話による応対・
訪問などの随時対応を
行う（ICT機器を活
用） 

 定期巡回・随時対応サービス（定期巡回・随時対応型訪問介護看護）とは、重度の
方を始めとした要介護の方の在宅生活を24時間支えるため、①日中・夜間を通じて、
②訪問介護（ホームヘルプ）と訪問看護の両方を提供し、③定期巡回型訪問と随時対
応を行うサービス。 



35 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用状況と推移 

○ 26年度末時点では、定期巡回・随時対応型訪問介護看護の事業所数は１か所で、利用者数
は３人だった。 

○ この２年強の間に、定期巡回・随時対応型訪問介護看護サービスの供給量は大きく増加し、
事業所数は４か所、利用者数は40人となっている。 

◎定期巡回・随時対応型訪問介護看護のサービス量の推移 

◎定期巡回・随時対応型訪問介護看護の利用状況（29年５月28日現在） 

事業所数 利用者数 
27年３月31日時点 １ ３ 
29年５月31日時点 ４ 40 

資料出所：松戸市介護保険課に
よる聞き取り調査 

※今後の整備予定   29年度中（公募中）： １事業者 
 



10.2% 

29.7% 

25.1% 

9.0% 

9.9% 

4.1% 

1.8% 
10.0% 

あなたが介護が必要になった場合、どのような介護を望みますか？ 

自宅で家族中心に介護を受けたい 

自宅で家族と外部の介護サービスを組み合
わせて介護を受けたい 

家族に頼らずに生活できる介護サービスが
あれば自宅で介護を受けたい 

ケア付き高齢者住宅などに住み替えて介護
を受けたい 

特別養護老人ホームなどの施設で介護を受
けたい 

医療機関に入院して介護を受けたい 

その他 

無回答 
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高齢者の介護に関する希望 
○ 一般高齢者への調査によれば、介護が必要になった場合、65％は自宅での介護を希望してい

る（高齢者向け住宅も含めれば、約75％は在宅介護を希望）。一方で、特養などの施設や医療
機関での介護を希望する方は約15％に留まる。 

○ 自宅での介護を希望する方の中では、家族介護に依存せずに生活できる介護サービスを求め
る意見も多く、重度者にも対応できる在宅サービスの充実が求められていると考えられる。 

資料出所：松戸市「いきいき安心プランⅥ策定のための市民アンケート調査結果（一般高齢者調査（JAGES調査））」 
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３．施設・居住系、重度者向け在宅サービスの
給付分析のまとめ 



小多機 
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施設・居住系、重度者向け在宅サービスの給付分析のまとめ（イメージ図） 
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※特養待機者（925人）のうち、 
 ・ 231人は老健施設入所者 
 ・ 141人はグループホーム・有料・軽費・
サ高住・他の特養の入居者 

※サ高住は、
2020年度まで
に、約50％増
加する見込み。 

※2014年度末の合
計139から286へと
約２年で大幅に増
加。 

※在宅医療の需要
は、2013年から
2025年にかけて、
約75％増加する
見込み。 

 
（資料出所）平成29年度第２回松戸市介護保険運営協議会資料８ 

注１：平成29年３月31日～５月31日の間のいずれかの時点におけるそれぞれのサービスの利用状況に基づき作成。 

注２：「緊急度の高い特養待機者数」は、「松戸市介護保険被保険者であって、平成29年５月１日現在、松戸市内の特養（１カ所以上）への入所

を希望している特養待機者数（入所済・死亡を除く）」（809人）のうち、緊急度が高いと考えられる待機者数の推計値 

注３：特定施設入居者生活介護の指定を受けているサ高住については、特定施設入居者生活介護の中で記載 

注４：看護小規模多機能型居宅介護、小規模多機能型居宅介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看護については、登録者数を記載。 

 利用率：96.5％ 
市外利用：46.4％ 
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施設・居住系、重度者向け在宅サービスの給付分析のまとめ（総論） 

○ 老健施設、介護療養型医療施設、特定施設入居者生活介護、軽費老人ホーム・住宅型有料老人ホー
ム及びサービス付き高齢者向け住宅については、空床が相当程度あるとともに、市外利用率（利用者
総数に占める市外利用者数の割合）が高く、現時点では、供給が需要を上回っていると考えられる。 

  なお、サービス付き高齢者向け住宅は、現在のトレンドが維持されれば、2020年度までに約50％
増加する見込みである。 

 
○ グループホームは、空床・待機者ともゼロに近く、需給が均衡している。 
 
○ 特養は、待機者が925人存在するが、待機者のうち231人は老健施設入所者であり、また、141人

はグループホーム・有料老人ホーム・軽費老人ホーム・サービス付け高齢者向け住宅・他の特養の入
居者である。さらに、特養入所判定基準の改正イメージを作成した上で推計を行った結果、「緊急度
の高い特養待機者数」は251人と推計された。 

  特養の入所判定や整備に当たっては、他の施設の需要に与える影響や緊急度の高さ（実質的な特養
入所ニーズ）を勘案して、検討を行うことが必要である。 

 
○ 在宅生活の継続を希望する高齢者が多く、また、今後、在宅医療の需要が大幅に増加していく中で

（2013年から2025年にかけて約75％増加）、看護小規模多機能、小規模多機能及び定期巡回・随時
対応サービスといった重度者向け在宅サービスのニーズが増大し、供給量も増大している。 

こうした給付分析の結果を十分に勘案して、今後のサービス整備を検討していく。 
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４．通所介護の給付分析 
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居宅サービスの給付額実績と推移 
 居宅サービスの中では、訪問介護系・通所介護系の給付費が多額になっている。訪問介護系の給付
費は減少傾向にある一方で、通所介護系の給付費は増加傾向にある。 

資料出所：松戸市介護保険課調査 

※訪問介護系サービス・通所
介護系サービス以外のサー
ビスについては、要支援者
向けサービスがある場合は、
要支援者向けサービスも含
めた金額を記載。 

※訪問型サービス（従前相当）、
訪問型元気応援サービス
（生活支援コース）、通所型
サービス（従前相当）、いき
いきトレーニングは、介護予
防・日常生活支援総合事業
におけるサービス。 

※いきいきトレーニングは、平
成27年10月創設。このため、
平成27年度は５か月分の給
付額。 
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通所介護（広域型・地域密着型）の利用状況 
○ 通所介護は、平均利用率が広域型・地域密着型とも60％前後であるとともに、休止事業所数が相当程度あ

るなど、現時点では、供給が需要を上回っていると考えられる。 
○ 利用率の状況は事業所ごとに大きな差異があり、機能訓練・口腔ケア等に関する体制や取組も異なっている

ことから、各通所介護事業所における介護予防・重度化防止に向けた取組を推進することが重要である。 

◎通所介護の利用状況（総数） 
広域型 地域密着型 

事業所数 76 89 

うち休止数 1 8 

総定員 2,352 957 

総利用者数 5,665 2,644 

利用率 59.5% 64.0% 

※利用率 ＝ （当月延べ利用者数） ÷ ｛（定員） × 
（営業日数） × （実施単位数）｝ で算出。 

◎利用率ごとの地域密着型通所介護事業所の分布 
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◎利用率ごとの通所介護事業所（広域型）の分布 

◎地域密着型通所介護事業所におけ
る加算取得状況（事業所数） 
営業事業所数 81 

個別機能訓練加算取得 37 

栄養改善加算取得 0 

口腔機能向上加算取得 6 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 



43 

通所介護（広域型・地域密着型）事業者の指定に当たっての市町村の関与 
○ 今般の介護保険法改正により、地域マネジメントの推進に向けて、地域密着型通所介護や通所介護

（広域型）の事業者指定に関する市町村の関与が強化された（平成30年４月施行）。 
○ 通所介護の需給の状況や、小規模多機能サービス等との関係を踏まえて、事業者指定に関する関与

方策の活用を検討していくことが必要。 

◎地域密着型通所介護事業者の指定（市町村指定）への市町村の関与 
 ①指定に当たっての条件の付加 

 市町村は、地域密着型通所介護事業者の指定を行うに当たって、当該事業の適正な運営を確保するために必要と
認める条件を付加することができる（介護保険法第78条の２第８項） 

 ②小規模多機能等を更に普及させるための、地域密着型通所介護事業者の指定拒否（新設） 
 小規模多機能型居宅介護等を更に普及させる観点から、地域密着型通所介護が市町村介護保険事業計画で定める
見込み量に達しているとき等に、市町村は、地域密着型通所介護事業者の指定を拒否することができる（改正後の
介護保険法第78条の２第６項第５号） 

◎通所介護事業者（広域型）の指定（都道府県指定）への市町村の関与 
 ①指定に当たっての条件の付加（新設） 

 都道府県による通所介護事業者の指定に関して、市町村が都道府県に意見を提出できるようにし、都道府県はそ
の意見を踏まえて指定をする際に、条件を付加することができる（改正後の介護保険法第70条第７項～第９項） 
 ※ 具体的な条件としては、市町村介護保険事業計画に沿って、居宅サービ スの提供範囲を一定の範囲に限定することや利用定員の

制限等を想定。 

 ②小規模多機能等を更に普及させるための、通所介護事業所の指定拒否等（市町村協議制） 
 小規模多機能型居宅介護等を更に普及させる観点から、通所介護が市町村介護保険事業計画で定める見込み量に
達しているとき等に、市町村は、通所介護事業者の指定について、都道府県に協議を求めることができる。都道府
県は、市町村との協議結果を踏まえて、通所介護事業者の指定を拒否し、又は指定に当たり条件を付加することが
できる（改正後の介護保険法第70条第10項・第11項） 

資料出所：厚生労働省老健局振興課「全国介護保険担当課長会議資料（平成29年７月３日）」 
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通所介護事業所（広域型）ごとの利用状況（29年５月31日現在）① 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

通所介護事業所（広域型）ごとの利用状況（29年５月31日現在）② 
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資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 

通所介護事業所（広域型）ごとの利用状況（29年５月31日現在）③ 
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地域密着型通所介護事業所の利用状況（28年12月31日現在）① 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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地域密着型通所介護事業所の利用状況（28年12月31日現在）② 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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地域密着型通所介護事業所の利用状況（28年12月31日現在）③ 

資料出所：松戸市介護保険課による聞き取り調査 
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５．介護人材供給の分析 
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松戸市における現状の介護従事者数（粗い推計） 
○ 松戸市の聞き取り調査等に基づいて粗く推計すると、松戸市の介護事業所・施設に従事する

介護従事者数（29年１月１日現在）は約１万人程度と推計される。 
○ ケアマネ以外の介護従事者については、常勤・非常勤がほぼ同数程度となっている。 

区分 サービス種別 
介護従事者（介護
支援専門員以外） 介護支

援専門
員 

介護従
事者合
計 常勤 非常勤 

訪問系 

訪問介護 521 1,410 89 2,020 

訪問入浴介護 19 37 4 60 

定期巡回 23 53 0 76 

訪問看護 231 153 10 393 

訪問リハ 61 13 0 74 

通所系 

通所介護（広域型） 431 700 13 1,144 

地域密着型通所介護 271 531 8 810 

認知症対応型通所介護 8 15 2 25 

通所リハ 202 150 0 353 

短期入
所系 

短期入所生活介護 249 191 5 446 

短期入所療養介護 13 7 0 20 

資料出所：松戸市介護保険課・高齢者支援課の聞き取り調査、厚生労働省「平成27年介護サービス施設・事業所調査」 

（注１） 特定施設入居者生活介護以外は、松戸市高齢者支援課・介護保険課の聞き取り調査による。なお、未回答の事業所については、サービスごとの平均値をもって、介護従事者数を推計。 
（注２） 短期入所療養介護については、13事業所中12事業所は、老健施設と一体的に実施しており、個別の介護従事者は計上されていない。 
（注３） 特定施設入居者生活介護については、厚生労働省「平成27年介護サービス施設・事業所調査」より、全国ベースの特定施設入居者生活介護１事業所当たりの常勤換算従事者数に特定施

設入居者生活介護の事業所数（30か所）を乗じることで推計した。 

区分 サービス種別 
介護従事者（介護
支援専門員以外） 介護支

援専門
員 

介護従
事者合
計 常勤 非常勤 

小規模
多機能
系 

小規模多機能 72 91 10 173 

看護小規模多機能 21 12 2 35 

ｹｱﾏﾈ 居宅介護支援 35 102 422 558 

居住系 

グループホーム 351 295 35 681 

特定施設入居者生活介護 573 165 27 765 

軽費老人ホーム 34 14 0 48 

施設系 

特養（広域型） 835 461 53 1,349 

地域密着型特養 59 30 4 93 

老健施設 545 252 19 816 

介護療養 36 23 2 61 

合計 4,590 4,705 704 9,999 
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松戸市における現状の介護職員・看護師等の数（粗い推計） 
○ 松戸市の聞き取り調査等に基づいて粗く推計すると、松戸市の介護事業所・施設に従事する介護職

員（訪問介護員）数は約6,000人、看護師は約700人と推計される（29年１月１日現在）。 
○ 今後、高齢化の進展による介護サービスニーズの高まりに応じて、介護職員・看護師等の更なる確

保を推進していくことが必要になる。 

資料出所： 
・松戸市介護保険課・
高齢者支援課の聞
き取り調査 

・厚生労働省「平成27
年介護サービス施
設・事業所調査」 

 
（注１） 推計した松戸市における

介護従事者数に、厚労省調
査における各サービスにおけ
る各職種ごとの１施設・事業
所当たり常勤換算職員数の
割合を乗じることによって推
計。 

（注２）厚労省調査において、介
護職員（訪問介護員）・看護
師・准看護師について１施
設・事業所当たりの常勤換算
職員数が算定されている
サービスについて推計を実施。
このため、訪問リハ、短期入
所療養介護、居宅介護支援、
軽費老人ホームについては、
推計を行っていない。 

（注３）地域密着型通所介護に
ついて活用する厚労省調査
の常勤換算職員数は、通所
介護（広域型）と同じデータを
使用。 

常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計 常勤 非常勤 合計

訪問介護 476 1,410 1,886 0 0 0 0 0 0

訪問入浴介護 13 21 34 2 8 10 2 6 8

定期巡回 17 44 61 5 8 13 0 1 1

訪問看護 0 0 0 148 102 250 14 10 24

通所介護（広域型） 219 400 619 15 50 65 22 50 72

地域密着型通所介護 138 303 441 9 38 47 14 38 52

認知症対応型通所介護 5 10 15 0 1 1 0 1 1

通所リハ 127 107 234 8 14 22 8 14 22

短期入所系 短期入所生活介護 171 112 283 11 13 24 10 13 23

小規模多機能 61 76 137 2 7 9 3 4 7

看護小規模多機能 14 7 21 5 3 8 1 4 5

グループホーム 323 158 481 3 8 11 3 0 3

特定施設入居者生活介護 408 102 510 37 15 52 23 6 29

特養（広域型） 590 265 855 38 28 66 31 21 52

地域密着型特養 38 18 56 13 7 20 4 3 7

老健施設 311 107 418 49 34 83 49 30 79

介護療養 15 8 23 7 5 12 6 4 10

2,926 3,148 6,074 352 341 693 190 205 395合計

居住系

施設系

小規模多機
能系

通所系

訪問系

区分 サービス種別
介護職員(訪問介護員） 看護師 准看護師
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松戸市における介護人材確保対策 

資料出所：宮本太郎「生活保障 排除しない社会へ」（2009）、宮島俊彦「地域包括ケアの展望」（2013） 

Ⅰ 参加支援 

介護労働市場 

○「働きながら資格をとり、正規雇用に移行する」介護
人材確保事業（地方創生交付金事業） 

○介護事業所内保育施設の運営支援 
○介護施設合同就職フェアの開催 
○介護だんし・介護じょし写真展の開催（魅力発信）、

小中学生への介護キャラバン隊 

Ⅱ 働く見返り強化 

○介護職員処遇改善加算（介護報酬）の取得促進 
○介護事業者におけるキャリアパス構築の支援（介

護事業者への経営セミナー） 
○介護報酬地域区分の見直しの検討（介護報酬の地

域差の改善の検討） 

Ⅳ 労働時間の短縮・一時休職 
○労働法規の遵守を推進（介護職員処遇改善加算のキャ

リアパス要件の厳正な確認） 
○介護事業者における雇用管理改善の推進（介護事業者

への経営セミナー） 
○介護ロボット補助（国庫補助活用）などを活用した負

担軽減 

Ⅲ 持続可能な雇用創出 
○介護保険財政の安定的な運営を通じて、高齢化

の進展に伴う人材ニーズの増大に対応 

「場」を対象 「人」を対象 

○ 介護労働市場では、人材ニーズに対応するための介護保険財政の安定的な運営を図るとともに、「参加支
援」「働く見返りの強化」「労働時間の短縮・一時休復職」を組み合わせて、介護人材の確保を図ることが
重要であると言われている。 

○ こうしたことを踏まえ、松戸市では、以下の施策の総合的な展開を通じて、介護人材確保を図っている。 
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参考資料１ 
 
介護保険制度改正における地域マネジメントと 

介護保険運営協議会の役割 



 

１ 自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進（介護保険法） 
  全市町村が保険者機能を発揮し、自立支援・重度化防止に向けて取り組む仕組みの制度化 
    ・ 国から提供されたデータを分析の上、介護保険事業（支援）計画を策定。計画に介護予防・重度化防止等の取組内容と目標を記載 
    ・ 都道府県による市町村に対する支援事業の創設    ・ 財政的インセンティブの付与の規定の整備 

   （その他） 
    ・ 地域包括支援センターの機能強化（市町村による評価の義務づけ等） 
    ・ 居宅サービス事業者の指定等に対する保険者の関与強化（小規模多機能等を普及させる観点からの指定拒否の仕組み等の導入） 
    ・ 認知症施策の推進（新オレンジプランの基本的な考え方（普及・啓発等の関連施策の総合的な推進）を制度上明確化） 

 
２ 医療・介護の連携の推進等（介護保険法、医療法） 
 ① 「日常的な医学管理」や「看取り・ターミナル」等の機能と、「生活施設」としての機能とを兼ね備えた、新たな介護保険施設を創設 
    ※ 現行の介護療養病床の経過措置期間については、６年間延長することとする。病院又は診療所から新施設に転換した場合には、転換前

の病院又は診療所の名称を引き続き使用できることとする。 

 ② 医療・介護の連携等に関し、都道府県による市町村に対する必要な情報の提供その他の支援の規定を整備 
 
３ 地域共生社会の実現に向けた取組の推進等（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児童福祉法） 
    ・ 市町村による地域住民と行政等との協働による包括的支援体制作り、福祉分野の共通事項を記載した地域福祉計画の策定の   

努力義務化 
   ・ 高齢者と障害児者が同一事業所でサービスを受けやすくするため、介護保険と障害福祉制度に新たに共生型サービスを位置付ける 

   （その他） 
    ・ 有料老人ホームの入居者保護のための施策の強化（事業停止命令の創設、前払金の保全措置の義務の対象拡大等） 
    ・ 障害者支援施設等を退所して介護保険施設等に入所した場合の保険者の見直し（障害者支援施設等に入所する前の市町村を保険者とする。） 

Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進 

 
４ ２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を３割とする。（介護保険法） 

５ 介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 
  ・ 各医療保険者が納付する介護納付金（40～64歳の保険料）について、被用者保険間では『総報酬割』（報酬額に比例した負担）とする。 

Ⅱ 介護保険制度の持続可能性の確保 

地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案のポイント 

※ 平成３０年４月１日施行。（ Ⅱ５は平成29年8月分の介護納付金から適用、Ⅱ４は平成３０年８月１日施行） 

高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確
保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにする。 

資料：厚生労働省ホームページ掲載資料を一部改変。 55 



データに
基づく 

地域課題
の分析 

取組内容・ 
目標の計画
への記載 
 
 
 

保険者機能の発揮・向上（取組内容） 
 

 ・ リハビリ職等と連携して効果的な介護
予防を実施 

 ・ 保険者が、多職種が参加する地域ケ
ア会議を活用しケアマネジメントを支援 

                        等 

適切な指標に
よる実績評価 

 
・ 要介護状態
の維持・改善
度合い 

・ 地域ケア会
議の開催状況 

等 

インセンティブ 
 

・ 結果の公表 
・ 財政的インセン

ティブ付与 

都道府県が研修等を通じて市町村を支援 

保険者機能の強化等による自立支援・重度化防止に向けた取組の推進 
（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案） 

  見直し内容  

国による 
分析支援 

○ 高齢化が進展する中で、地域包括ケアシステムを推進するとともに、
制度の持続可能性を維持するためには、保険者が地域の課題を分
析して、高齢者がその有する能力に応じた自立した生活を送ってい
ただくための取組を進めることが必要。 

 
○ 全市町村が保険者機能を発揮して、自立支援・重度化防止に取り
組むよう、 
① データに基づく課題分析と対応（取組内容・目標の介護保険事業
（支援）計画への記載） 

② 適切な指標による実績評価  
③ インセンティブの付与 

 を法律により制度化。  

～ 保険者機能の抜本強化 ～ 

※主な法律事項 
・介護保険事業（支援）計画の策定に
当たり、国から提供されたデータの分
析の実施  

・介護保険事業（支援）計画に介護予
防・重度化防止等の取組内容及び目
標を記載 

・都道府県による市町村支援の規定の
整備 

・介護保険事業（支援）計画に位置付
けられた目標の達成状況についての
公表及び報告 

・財政的インセンティブの付与の規定
の整備 

 
  

資料：厚生労働省ホームページ掲載資料を一部改変。 56 
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今般の介護保険制度改正案に盛り込まれた「地域マネジメント」の定義 

◎「介護保険制度の見直しに関する意見」（平成28年12月９日／社会保障審議会介護保険部会）（抄） 
Ⅰ 地域包括ケアシステムの深化・推進   １．自立支援・介護予防に向けた取り組みの推進 

 （１）保険者等による地域分析と対応 
 ○ このような状況を踏まえ、今後は、以下の①から④の取り組みを繰り返し行うこと、すなわち、目標達成に向けた活動を

継続的に改善する取組である「地域マネジメント」を推進し、保険者機能を強化していくことが適当である。 
① 各保険者において、それぞれの地域の実態把握・課題分析を行う。 
② 実態把握・課題分析を踏まえ、地域における共通の目標を設定し、関係者間で共有するとともに、その達成に向けた具

体的な計画を作成する。 
③ この計画に基づき、地域の介護資源の発掘や基盤整備、多職種連携の推進、効率的なサービス提供も含め、自立支援や

介護予防に向けた様々な取り組みを推進する。 
④ これら様々な取り組みの実績を評価した上で、計画について必要な見直しを行う。 

◎「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律案」による改正が反映された場
合の介護保険法（平成９年法律第123号）（抄） 

  （市町村介護保険事業計画） 
 第117条 
 ２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 
  三 被保険者の地域における自立した日常生活の支援、要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化

の防止及び介護給付等に要する費用の適正化に関し、市町村が取り組むべき施策に関する事項 
  四 前号に掲げる事項の目標に関する事項 
 ５ 市町村は、第２項第１号の規定により当該市町村が定める区域ごとにおける被保険者の心身の状況、その置かれている環境

その他の事情を正確に把握するとともに、第118条の２第１項の規定により公表された結果その他の介護保険事業の実施の状
況に関する情報を分析した上で、当該事情及び当該分析の結果を勘案して、市町村介護保険事業計画を作成するよう努めるも
のとする。 

 ７ 市町村は、第２項第３号に規定する施策の実施状況及び同項第４号に規定する目標の達成状況に関する調査及び分析を行い、
市町村介護保険事業計画の実績に関する評価を行うものとする。 

 「地域マネジメント」とは、「実態把握・課題分析 ⇒ 計画作成 ⇒ 取組の推進 ⇒ 実績評価 ⇒ 見直
し」（PDCAサイクル）を繰り返し行うこと、すなわち、「目標達成に向けた活動を継続的に改善する
取組」であり、保険者機能の強化に資する取組と考えられている。 



平成28年度厚生労働省老人保健健康増進等事業における 
介護保険者機能評価・アウトプット（プロセス）指標案の基本的考え方 

 介護保険部会意見、介護保険法令・関係通知、先行研究等をベースにしつつ、各保険者が行う「地域マネジメ
ント（目標達成に向けた活動を継続的に改善する取組）」の実施状況を点検する指標として整理。 

Plan 
✔ 情報把握  ✔ 将来推計  
✔ 計画策定 

Do 
◎自立支援・介護予防に資する施策 
 ✔ 地域密着型サービス   ✔ 介護支援専門員・介護サービス事業者 
 ✔ 地域包括支援センター      ✔ 医療・介護連携 
   ✔ 認知症総合支援               ✔ 介護予防・日常生活支援 
   ✔ 生活支援体制整備 
 

◎介護保険運営の安定化に資する施策 
 ✔ 介護給付適正化・介護人材確保 

Check・Action 
✔ 点検・改善 
 

Ⅰ．地域マネジメントに 
  向けた体制の構築 

Ⅱ．自立支援・介護予防に
資する施策の推進 

Ⅲ．介護保険運営の安定化
に資する施策の推進 

地域マネジメントの流れ アウトプット（プロセス） 
指標の構成 

資料：平成28年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムの構築や効率的・効果的な給付の推進のための保険者の取組を評価する
ための指標に関する調査研究事業」報告書（株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所）・兵庫県立大学 筒井孝子委員提供資料を一部改変 58 



地域マネジメントの推進に向けた介護運協における給付分析の充実 

１．現状把握  ⑴ 介護保険事業に関する現状を把握していますか。 
② サービス別の給付実績を定期的にモニタリング（点検）していますか。 

⒜ 【「ア．はい」の場合のみ、回答願います。】 
定期的なモニタリング（点検）の実施頻度は、年何回程度ですか。 

⒝ 【「ア．はい」の場合のみ、回答願います。】 
定期的なモニタリング（点検）の結果に基づき、運営協議会などで、議論を行っていますか。 

③ 地域包括ケア「見える化」システムを活用して、他の保険者と比較した給付実績の特徴を把握していますか。 

 平成28年度厚生労働省老健事業における介護保険者機能評価・プロセス指標案においては、地
域マネジメントに向けた体制の構築を推進する観点から、運営協議会の議論を通じて、給付分析
の充実を図ることが求められている。 

資料出所：平成28年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「地域包括ケアシステムの構築や効率的・効果的な給付の推進のた
めの保険者の取組を評価するための指標に関する調査研究事業」報告書（株式会社エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所） 

４．点検・改善  ⑴ 計画の点検・改善を行っていますか。 
① 介護保険事業計画の進捗状況を点検し、定期的に、運営協議会などに報告を行っていますか。 

⒜ 【「ア．はい」の場合のみ、回答願います。】 
定期的な報告の実施頻度は、年何回程度ですか。 

⒝ 【「ア．はい」の場合のみ、回答願います。】 
運営協議会などへの報告資料を、ホームページなどを通じて、住民向けに広く公表していますか。 

② 介護保険事業計画の目標が未達成であった場合に、具体的な改善策を講じていますか。 

⒜ 【「ア．はい」の場合のみ、回答願います。】 
未達成だった目標に関する具体的な改善策を、１つ記載してください。 

Ⅰ．地域マネジメントに向けた体制の構築 

【プロセス評価指標案のうち、運営協議会における給付分析の充実に関する項目】 
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参考資料２ 
 

特養入所判定基準に関する法令・通知・ 
他市町村の例 



特養の入所判定に関する法令・条例・通知 

◎指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 （平成24年千葉県条例第70号） 
  （入退所） 
 第12条 

２ 指定介護老人福祉施設は、入所申込者の数が入所定員から入所者の数を差し引いた数を超えている場合には、介
護の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、指定介護福祉施設サービスを受ける必要性が高いと認められる入所申
込者を優先的に入所させるよう努めなければならない。 

※介護保険法第88条第２項及び第３項の規定に基づき、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚
生省令第39号）」第７条第２項の規定を参酌して制定されたもの。 

◎指定介護老人福祉施設等の入所に関する指針（平成26年12月12日老高発1212第1号・厚生労働省老健局
高齢者支援課長通知） 

 3．入所の必要性の高さを判断する基準について 
(1)「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第39号）」第７条第２項及

び「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成18年厚生労働省令第34号）」第
134条第２項に挙げられている勘案事項について 

   「介護の必要の程度」については、要介護度を勘案することが考えられること。 
   また、「家族の状況」については、単身世帯か否か、同居家族が高齢又は病弱か否かなどを勘案すること

が考えられること。 
(2) その他の勘案事項について 
   居宅サービスの利用に関する状況などが考えられること。 

 法令・条例・国の通知によれば、①要介護度、②家族の状況（単身世帯か否か、同居家族が
高齢又は病弱か否かなど）、③居宅サービスの利用状況などを勘案して、特養入所ニーズが高
い待機者から優先的に特養入所させることとされている。  
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他市における特養入所申込者緊急度基準①（千葉県ａ市・ｂ市） 

62 

区分 要件 点数 

１． 
本
人
の
状
況 
 

(１) 
要介護度 
［30点］ 

要介護５ 30点 

要介護４ 25点 

要介護３ 20点 

要介護２ 10点 

要介護１ ５点 

(２) 
認知症高齢
者の日常生
活自立度
［15点］ 

Ⅲａ以上 15点 

Ⅱａ～Ⅱｂ 10点 

Ⅰ ５点 

自立 ０点 

(３) 
現在の居住
状況［10点］ 

在宅 10点 

在宅以外 ０点 

(４) 
世帯の状況 
［15点］ 

単身世帯 15点 

75歳以上のみの世帯 10点 

60歳～74歳のみ世帯 ５点 

その他の世帯 ０点 

２．在宅での介護
の状況 

  ［30点］ 

①主介護者が、いない 30点 

②主介護者が、障害・疾病等により十分に介護できない 20点 

③主介護者が、他の家族の介護・看護・育児をしている 20点 

④主介護者が、主たる生計維持者である 15点 

⑤主介護者が、介護拒否 15点 

⑥主介護者が、近隣者または別居血縁者である 10点 

３．特別な事由 
  ［20点］ 

ａ 市介護保険被保険者 10点 

配慮しなければならない個別の事情（事由を記載） ０～10点 

 千葉県ａ市では、「在宅かどうか」、「ａ市の介護保険被保険者かどうか」を入所判定基準の中に盛
り込んでいる。 

※ 要件が重複する場合は点数の高い方を基準とし、10点を
加算。加算は10点まで。 

※ 合計100点＋加算10点      

【千葉県ａ市における基準】 【千葉県ｂ市における基準】 
区分 要件 点数 

１． 
介護に係る労
力の程度（要
介護度） 
［50点］ 

要介護５ 50点 

要介護４ 40点 

要介護３ 30点 

要介護２ 20点 

要介護１ 10点 

２． 
認知症の状況
（認知症高齢
者の日常生活
自立度） 
［10点］ 

Ⅱｂ以上 10点 

Ⅰ～Ⅱａ以下 ５点 

なし（自立） ０点 

３． 
在宅介護の困
難性（世帯の
状況） 
［40点］ 

単身世帯 40点 

４のうち要介護者以外が後期高齢者
（75歳以上）のみの世帯 

30点 

主たる介護者が病弱等の場合 30点 

要介護者以外が高齢者（65歳以上）
のみの世帯 

20点 

複数の高齢者等を介護する世帯 15点 

主たる介護者が生計中心者として稼
働している 

15点 

上記のいずれにも該当しない世帯 ０点 

※ 合計100点      
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区分・評価項目 要件・点数 

１．本人の居住状況 
  [７点] 

７点 ０点 

ｃ 市介護保険被保険
者 左記以外 

２． 
本人の状
況評価 
［30点］ 

評価項目 15点 11点 ７点 ０点 

要介護度 要介護５ 要介護４ 要介護３ 要介護２～１ 

評価項目 15点 10点 ５点 ０点 

認知症高齢者の日常生
活自立度 

Ⅲａ以上 Ⅱａ・Ⅱｂ Ⅰ 自立 

３． 
主たる介
護者・家
族等の状
況の評価 
［63点］ 

評価項目 ７点 ５点 ３点 ０点 

①主たる介護者の年齢 70歳以上 60歳以上 60歳未満 － 

②介護者の介護負担 重い やや重い 軽い なし 
③介護者の障害や疾病 介護困難 多少介護 介護可能 なし 

④介護者の就労 ８時間以上 
高齢で就労不能 

４～８時間 ４時間未満 なし 

⑤介護者が育児、家族
が病気 

常時の 
育児看病 

半日育児 
看病 

臨時育児
看病 

なし 

⑥介護者の介護の関わり方 消極的 やや消極的 普通 積極的 

⑦他の同居介護補助者 ほとんどなし 随時あり 常時あり ― 

⑧別居血縁者介護協力 ほとんどなし 随時あり 常時あり ― 

⑨近隣者等の介護協力 ほとんどなし 随時あり 常時あり ― 

備考 
※ひとり暮らし高齢者は、上記にかかわらず①か
ら⑦までで49点とする。高齢者世帯は、⑤につ
いて７点とする。 

４．他の要介護者による評価の調整 

他の要介護者がいる場合は、当該要介護者に
おける「２ 本人の状況の評価」を加算する。な
お、要介護１～２の場合は４点とし、要支援の場
合は加算しない。 

 千葉県ｃ市及びＡ県ｄ市では「自らの市の被保険者であるかどうか」が入所判定基準の中に盛り込ま
れている。 

※ 合計100点      

【千葉県ｃ市における基準】 【神奈川県ｄ市における基準】 
区分 要件 点数 

１． 
要介護度 
［40点］ 

要介護５ 40点 

要介護４ 35点 

要介護３ 30点 

要介護２ 20点 

要介護１ ５点 

２． 
本人の状況 
［15点］ 

独居 15点 

高齢者（65歳以上）のみの世帯 10点 

３． 
主たる介護
者である家
族の状況 
［15点］ 

主たる介護者である家族がいない（音信
普通を含む） 

15点 

主たる介護者である家族が入院・入所・
県外でいない 

15点 

主たる介護者である家族はいるが、（要介
護、要支援、高齢、療養、障害、育児、就
労、他介護）のため介護ができない 

15点 

主たる介護者である家族はいるが、上記
以外の理由で介護が困難である。 

10点 

４． 
市内居住者 
［10点］ 

入所希望者本人がｄ 市内に居住している
（ｄ 市の介護保険証をお持ちの方） 

10点 

５． 
その他の特
記事項 
［20点］ 

上記の項目以外に、施設入所の必要性を判定するた
めに、特段の理由があると認められる場合に、各施設
の委員会の判断により、点数を加算することが可能。 
（例） 
 ・在宅サービスの利用状況 
 ・自傷行為、不潔行為、常時の徘徊等、在宅生活が
困難と認められる認知症の周辺症状がある場合 

 ・膀胱留置カテーテル、経管栄養、酸素療法等の医
療的処置が必要な場合 

 ・住居環境が介護に適さない場合 
 ・老健施設や病院等に入院（入所）しており、退所（退
院）後も在宅生活が困難と認められる場合 

１項目
３～５
点の加
点 

※ 合計100点＋加算（他の要介護者の分）      
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 東京都ｅ市では、居宅サービスの利用状況（利用単位）を入所判定基準の中に盛り込んでいる。 
【東京都ｅ市における基準】 

区分 要件 点数 

１． 
本人の
状況 
［30点］ 

(１) 
要介護度 

要介護５ 20点 

要介護４ 20点 

要介護３ 15点 

要介護２ 10点 

要介護１ ５点 

(２) 
認知症の周辺症状
の状態による加算 

要介護認定調査の第３群及び第４群の調査における「ある」のチェック項目数（※） 
※第３群の調査項目とは認知機能に関わるものであり、対象となる項目は、「徘徊」「外出すると戻れない」の２項目とする。第４群の調

査項目とは精神・行動障害に関わるものであり、「作話」「昼夜逆転」「大声を出す」「介護に抵抗」等であり、全ての項目を対象とする。 

０項目（ない） ０点 

１～５項目 ５点 

６項目以上 10点 

２． 
介護の
困難性 
［25点］ 

主たる介護者の状
況 

身寄りも介護者も全くいない 40点 

主たる介護が遠方または病気で長期入院中 30点 

主たる介護者が高齢者・障害者または疾病があり在宅療養中 30点 

主たる介護者が就業している 15点 

主たる介護者が育児中または複数の被介護者がいる 15点 

上記のどれにもあてはまらない方    ※特養入所中は、原則として、０点。 ０点 

３． 
居宅
サービ
ス等の
利用状
況 
［25点］ 

(１) 
直近３ヶ月間の居宅
サービスの１ヵ月平
均利用率 

居宅サービスの利用率（※） 

※居宅サービスの利用率 ＝ 直近３ヵ月間のサービス利用単位の合計 ／ ３ヵ月分の区分
支給限度基準額（単位）  

※算定対象となる居宅サービス：訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハ、通所介護、
通所リハ、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与 

８割以上 25点 

６割以上８割未満 20点 

４割以上６割未満 15点 

２割以上４割未満 10点 

２割未満 ５点 

(２) 
居宅生活困難によ
る施設・医療機関等
の入所・入院状況 

３ヵ月以上継続して、介護療養型医療施設・介護老人保健施設、医療機関等（※）に入所・入院している方 

※介護療養型医療施設、老健施設、有料老人ホーム、経費老人ホーム、養護老人ホーム、特養、グループホーム、医療機関 
20点 

４． 
緊急度など特別な事由 
［20点］ 

各施設の入所検討委員会の判断により、緊急度や福祉的観点などから、特に施設入所を考慮すべき特別な事由が
認められる場合は、その状況に応じて、20点を限度として加算する。 

(例) ・緊急性が高い事由（主たる介護者の急死・救急入院、住居が立ち退きを迫られているなど）  
   ・「介護の困難性」項目で点数化できない事由    ・居住環境が劣悪（廊下、階段、便所、浴室等の住宅改修が困難など） 
   ・老健施設または医療機関に入所・入院中だが、退院・退所後の在宅生活が困難で転院・転所先がみつからない方 
   ・認知症である者（Ⅱｂ以上）であって、日常生活に支障を来たす症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が困難な状態 
   ・知的障害・精神障害等を伴い、日常生活に支障を来たす症状や行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られ、在宅生活が困難な状態 
   ・家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困難であることにより、在宅生活が困難な状態 

合計で
20点を
限度 

※ 合計100点     
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